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第１節 損害回復・経済的支援等への取組

１ 損害賠償の請求についての援助等（基本法第１２条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 交通事故被害者への相談対応
各都道府県警察本部・警察署において、交

通事故の当事者からの相談に応じ、
・保険請求、損害賠償請求制度の概要の説
明

・被害者援助、救済制度の概要の説明
・各種相談窓口、被害者支援組織、カウン
セリング機関の紹介

・示談、調停、訴訟の基本的な制度、手続
などの一般的事項の説明

などを実施している。
また、都道府県警察においては、死亡事故

などの一定の交通事故事件の被害者等から、
当該交通事故などを起こした加害者に対する
意見の聴取等の期日などや行政処分の結果に
ついての問い合わせがあった場合に、それぞ
れ適切に対応しており、平成２２年中の都道府
県警察における意見の聴取等の期日などに関
する問い合わせに対する回答件数は１４件、行
政処分の結果に関する問い合わせに対する回
答件数は３３件であった。
さらに、都道府県交通安全活動推進セン

ターにおいても、職員のほか、弁護士、カウ
ンセラーなどが、交通事故被害者等からの相
談に応じ、適切な助言を行っており、平成２１
年度中の同センターにおける交通事故相談回
数は１９，６２７回であった。
また、内閣府において、地方公共団体の交

通事故相談活動の推進を図るため、相談員と
しての基本的な心構えや知識の習得を目的と

した「交通事故相談員中央研修会（初任者コー
ス）」を開催した。さらに、被害者等からの
相談に対する相談員の対応能力を向上させる
ため、「交通事故相談員総合支援事業（相談
員研修事業・情報誌発刊事業）」を通じて、
都道府県・政令指定都市の交通事故相談活動
（平成２１年度の相談件数は都道府県６９，２１９
件、政令指定都市１３，７４２件）に対する支援を
行っている。
今後も交通事故被害者等の心情に配意しつ

つ、交通事故被害者等の要望に応じた適切な
相談業務を実施していく。

⑵ 刑事事件記録の閲覧制度
検察庁において、訴訟終結後の刑事事件の

裁判書や記録（いわゆる確定記録）を保管し
ており、保管検察官の許可を得てだれでも閲
覧することが可能である。
不起訴記録は、非公開が原則であるが、交

通事故に関する実況見分調書などの証拠につ
いては、裁判所からの送付嘱託や弁護士会か
らの照会に対し、開示することが相当と認め
られるときは、これに応じている。
また、被害者参加制度の対象となる事件の

被害者等の方々については、「事件の内容を
知ること」などを目的とする場合でも、捜
査・公判に支障を生じたり、関係者のプライ
バシーを侵害しない範囲で、実況見分調書な
どを開示し、弾力的な運用に努めている。
さらに、それ以外の事件の被害者等の方々

についても、民事訴訟などにおいて被害回復
のため損害賠償請求権その他の権利を行使す
るために必要と認められる場合には、捜査・
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出典：法務省ホームページ

公判に支障を生じたり、関係者のプライバ
シーを侵害しない範囲で、実況見分調書など
を開示している。

⑶ 刑事和解（犯罪被害者保護二法関係）
刑事和解とは、被告人と犯罪被害者等との

間において、被告事件に関連する民事上の争
いについて合意が成立した場合には、刑事事
件の係属する裁判所に対し、共同して当該合
意の公判調書への記載を求める申立てをする
ことができ、その合意が公判調書に記載され
たときは、その記載が、裁判上の和解と同一
の効力を有する制度である（「犯罪被害者等
の権利利益の保護を図るための刑事手続に付
随する措置に関する法律」）。これにより、犯
罪被害者等は、被告人から債務の履行がない
場合に、別に民事訴訟を提起することなく、
当該公判調書により強制執行の手続をとるこ
とができる。
この制度による申立てが公判調書に記載さ

れた延べ件数は、制度導入（平成１２年１１月）
以降２２年までの間に、４８３件であり、うち２２
年は３４件であった＊１。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑷ 日本司法支援センターによる支援
（民事法律扶助制度の活用）
日本司法支援センター（愛称：法テラス）

では、民事法律扶助業務として、経済的に余
裕のない方が民事裁判等手続を利用される際
に、収入などの一定の条件を満たすことを確
認した上で、無料で法律相談を行い、必要に
応じて弁護士・司法書士の費用の立替えを
行っている（法テラスホームページ「法テラ
スの業務（民事法律扶助業務）」：http://www.
houterasu.or.jp/houterasu_gaiyou/mokuteki_
gyoumu/minjihouritsufujo/）。
犯罪被害者等が、加害者から任意に損害賠

償を受けることができず、弁護士などに委任
して民事裁判等手続を通じて損害賠償を求め
る必要があるものの、弁護士費用などを負担
する経済的な余裕がない場合には、民事法律
扶助制度を利用することによって経済的負担
が軽減される。また、犯罪被害者等が、刑事
手続の成果を利用して簡易迅速に犯罪被害の
賠償を請求することを可能とする損害賠償命
令制度（平成２０年１２月１日施行）の利用に当
たっても、民事法律扶助制度の利用が可能で
ある。

⑸ 損害賠償請求制度に関する情報提供
の充実
警察庁において、「被害者の手引」（P９３25

「『被害者の手引』の内容の充実等」参照）
などにより、損害賠償請求制度の概要などに
ついて、紹介している。
法務省においては、犯罪被害者等向けパン

フレット「犯罪被害者の方々へ」や犯罪被害
者等向けDVD「もしも…あなたが犯罪被害
に遭遇したら」により、損害賠償請求に関し
刑事手続の成果を利用する制度（平成２０年１２
月１日施行）について、紹介している（P８１
⑺「刑事の手続等に関する情報提供の充実」
参照）。

⑹ 刑事和解等の制度の周知
法務省・検察庁において、刑事和解制度な

どについて、パンフレット「犯罪被害者の

（＊１）最高裁判所事務総局の資料による。
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方々へ」（P８１⑺「刑事の手続等に関する情
報提供の充実」参照）に掲載し、周知を図っ
ている。また、検察官に対しても、会議や研
修などの機会を通じて刑事和解制度などにつ
いての理解を深めさせており、検察官が犯罪
被害者等に対して適切に情報提供できるよう
努めている。

⑺ 保険金支払いの適正化等
金融庁において、各保険会社における保険

金等支払管理態勢整備などの状況の検証を
行っているほか、苦情・相談として寄せられ
る情報を活用して、保険会社の検査・監督を
行っている。保険金の不払い等が認められた
保険会社に対しては業務改善命令などを発出
するなど、保険会社側に問題があると認めら
れる業務・運営については適切な対応を行っ
ている。
とりわけ、自賠責保険に関しては、国土交

通省において、保険会社等への立入検査や指
示等を通じて保険金支払の適正化を図ってい
る。また、自賠責保険金の支払い等に関する
紛争処理のため、「自動車損害賠償保障法」
に基づく指定紛争処理機関である、財団法人
自賠責保険・共済紛争処理機構（http://
www.jibai-adr.or.jp/）に対し、紛争処理業務
に要する経費の一部を補助している。同機構
では、被害者等からの紛争処理申請に基づ
き、弁護士や医師などが支払内容に関する審
査・調停を行っている。平成２１年度の紛争処
理件数は、７９０件となっている。さらに、国
土交通省においては、自動車事故に関する法
律相談、示談あっ旋等により被害者等が迅速
かつ適切な損害賠償を受けられるよう、財団
法人日弁連交通事故相談センター（http://
www.n-tacc.or.jp/）に対して支援を行ってい
る。平成２１年度は、相談所を全国１５２か所（う
ち３５か所で示談あっ旋を実施）、延べ７，８４６日
開設し、３８，４３１件の事故相談を無料で受け付
けたところである。
また、自賠責保険による損害賠償を受ける

ことができないひき逃げや無保険車などによ

る事故の被害者に対しては、「自動車損害賠
償保障法」に基づく政府保障事業によって、
本来の賠償責任者である加害者などに代わ
り、政府が直接その損害のてん補を行ってい
る（国土交通省ホームページ「自賠責保険ポー
タルサイト」：http://www.mlit.go.jp/jidosha/
anzen/０４relief/accident/nopolicyholder.html）。
平成２１年度の損害てん補件数は２，２３０件で
あった。
自動車事故により常時又は随時介護を要す

る重度の後遺障害を負った被害者に対しては、
独立行政法人自動車事故対策機構（http://
www.nasva.go.jp/）において、介護料の支
給、在宅介護に係る支援（短期入院費用の一
部助成等）、適切な治療及び看護を行う専門
病院である療護センター（委託病床を含め全
国６か所）の設置・運営等により、被害者支
援の充実強化を図っている。

⑻ 受刑者の作業報奨金を損害賠償に充
当することを可能とする制度の十分な
運用
法務省において、「刑事収容施設及び被収

容者等の処遇に関する法律」（平成１７年法律
第５０号）に基づき、犯罪被害者等への損害の
てん補を図っている。
本制度は、受刑者が釈放前に作業報奨金の

支給を受けたい旨の申出をした場合、その使
用目的が犯罪被害者等に対する損害賠償への
充当など相当なものと認められるときは、支
給時における報奨金計算額に相当する金額の
範囲内で、申出の額の全部又は一部の金額を
犯罪被害者等に支給するものである。
この制度を十分に運用するため、刑執行開

始時における指導などの際に告知しているほ
か、居室内に整備している所内生活心得など
の冊子に記載して、引き続き周知を図ってい
る。

⑼ 暴力団犯罪による被害の回復の支援
警察において、「暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律」（平成３年法律第
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７７号。以下「暴力団対策法」という。）など
により、暴力団員による暴力的要求行為の相
手方や暴力団員による犯罪の被害者等に対し
て、本人からの申出に基づき、被害の回復な
どのための助言や交渉場所の提供などの援助
を積極的に行っている（警察庁ホームページ
「組織犯罪対策」：http://www.npa.go.jp/
sosikihanzai/index.htm→「平成２２年の暴力
団情勢」）。
暴力団対策法が改正され、指定暴力団員が

当該暴力団の名称を示すなどにより資金獲得
行為を行う際に他人の生命、身体又は財産を
侵害した場合には、その指定暴力団の代表者
などが損害賠償責任を負うこととされた（平
成２０年５月２日施行）ほか、指定暴力団員が、
損害賠償請求や事務所撤去のための請求者又
はその配偶者等に対して、威迫、つきまとい
その他の不安を覚えさせるような方法で請求
を妨害してはならないことと規定された。
（平成２０年８月１日施行）
都道府県暴力追放運動推進センター（以下

「都道府県センター」という。）においては、
暴力団対策法に基づき、民事訴訟費用の無利
子貸付を行っている（全国暴力追放運動推進
センターホームページ：http://www１a.
biglobe.ne.jp/boutsui/）。
各都道府県では、警察、都道府県セン

ター、弁護士会の三者が、民事介入暴力事案
の民事訴訟などにおいて共同して対処するた
めに設立した「民暴研究会」において、訴訟
関係者に対する暴力団情報の提供や訴訟関係
者の保護対策などの支援を行っている。
２２年中に警察などが支援した暴力団関係事
案に係る民事訴訟件数は９０件、援助の措置件
数は２２５件である。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⑽ 損害賠償請求に関し刑事手続の成果
を利用する制度を新たに導入する方向
での検討及び施策の実施
平成１８年６月、「組織的な犯罪の処罰及び

犯罪収益の規制等に関する法律の一部を改正
する法律」（平成１８年法律第８６号）、「犯罪被
害財産等による被害回復給付金の支給に関す
る法律」（平成１８年法律第８７号）が成立した
（ともに同年１２月施行）。これにより、一定
の場合に、財産犯などの犯罪行為により犯人
が得た財産である犯罪被害財産を没収・追徴
した上で、検察官が、これを被害回復給付金
として当該事案の被害者等に支給することが
可能となった。
平成２０年５月には、五菱会（ごりょうかい）

ヤミ金融事件において、事件関係者によりス
イス連邦の銀行に送金されて隠匿され、同国
チューリッヒ州により没収されていた犯罪被
害財産等の一部（約２９億円）が日本に譲与さ
れた。東京地方検察庁では、同年７月２５日、
「犯罪被害財産等による被害回復給付金の支
給に関する法律」に基づき、上記の外国譲与
財産などを被害者の方々に被害回復給付金と
して支給するための手続である「外国譲与財
産支給手続」を開始する決定をし、裁定が確
定した５，４９０名の方々に対して支給を行った。
このほか、他の多くの検察庁においても、

同法に基づき、没収・追徴された犯罪被害財
産を被害者の方々に被害回復給付金として支
給するための手続である「犯罪被害財産支給
手続」を行っている。
損害賠償請求に関し刑事手続の成果を利用

する制度に関しては、「犯罪被害者等の権利
利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部
を改正する法律」により、「犯罪被害者等の
保護を図るための刑事手続に付随する措置に
関する法律」が一部改正され、一定の犯罪の
被害者等から、刑事事件で起訴されている犯
罪事実を原因とした不法行為による損害賠償
を被告人に命ずる旨の申立てがある場合に
は、刑事裁判所が、刑事事件について有罪の
言渡しをした後、犯罪被害者等の被告人に対
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種類
年次

療養給付 休業給付 遺族給付 葬祭給付
件数 金額（円）件数 金額（円）件数 金額（円）件数 金額（円）

昭和３６年 ２ ４，０５０ １ ６，５２８ - - - -
昭和３９年 - - - - １ １，０２０，０００ １ ６１，２００
昭和４４年 １ ３５，２０４ １ １９，８１３ - - - -
昭和５８年 １ ５，０５０ - - - - - -
平成１８年 １ ３７，６１０ - - - - - -

提供：法務省

区分 年度別 ２０年度 ２１年度 ２２年度 前年比
申請に係る被害者数（人） ４６２ ５８９ ５８５ －４
裁定に係る被害者数（人） ４０７ ５６６ ５６３ －３
支給裁定に係る被害者数 ３８８ ５３８ ５３４ －４
不支給裁定に係る被害者数 １９ ２８ ２９ １

仮給付決定に係る被害者数（人） ５ ７ ８ １
裁定金額（百万円） ９０７ １，２７７ １，３１１ ３４

犯罪被害者等給付金の申請・裁定・決定状況

提供：警察庁

する損害賠償請求について、審理・決定をす
ることができる「損害賠償命令制度」が創設
された（平成２０年１２月１日施行）。損害賠償
命令制度については、平成２２年１２月末までに
４６５件の申立てがあり、そのうち４０１件が終局
した＊２。

《基本計画には盛り込まれていないが、基本
法・基本計画を踏まえ、平成１８年度以降新
たに実施しているもの》

⑾ 振り込め詐欺等の被害者の救済
振り込め詐欺やヤミ金融などの被害者の財

産的被害の迅速な回復などを目的とした「犯
罪利用預金口座等に係る資金による被害回復
分配金の支払等に関する法律」（平成１９年法
律第１３３号、通称「振り込め詐欺救済法」）が
平成２０年６月より施行されている。
この法律に基づき、金融機関において、振

込みを伴う犯罪に利用された預貯金口座の失
権手続及び被害回復分配金の支払手続を実施
している（平成２２年度末までに、被害者に対
して返金された額の累計は約４４億円）。

２ 給付金の支給に係る制度の充実等（基本法第１３条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 犯罪被害救援基金による奨学事業
財団法人犯罪被害救援基金において、犯罪

被害者遺児に対する奨学金の給与などを行っ
ている。

⑵ 刑事事件の証人等に対する給付制度
法務省において、証人などが危害を加えら

れた場合などに、各種給付を行っている。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑶ 現行の犯罪被害給付制度の運用改善
警察庁において、都道府県警察に対して、

パンフレット、ポスター、インターネット上

のホームページなどを活用して犯罪被害給付
制度の周知徹底に努めるよう指導している。
また、犯罪被害給付制度の事務担当者を対象
とした会議を開催するなどして、迅速な裁定
など運用面の改善に努めるよう指導してい
る。
犯罪被害給付制度とは、通り魔殺人などの

故意の犯罪行為により、不慮の死を遂げた被
害者の遺族又は身体に障害を負わされた犯罪
被害者等に対し、社会の連帯共助の精神に基
づき、国が犯罪被害者等給付金を支給し、そ
の精神的、経済的打撃の緩和を図ろうとする
ものである。
今後とも都道府県警察に対して、犯罪被害

給付制度の周知徹底、迅速な裁定など運用面
の改善に努めるよう指導していく。

（＊２）最高裁判所事務総局の資料による。


